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平成27年第２回稲城市議会定例会 議案目録 

 

 

＜条  例＞ 

第３１号議案 稲城市市税条例の一部を改正する条例 

 

第３２号議案 稲城市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例 

 

第３３号議案 稲城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部を改正する

条例 

第３４号議案 稲城市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

第３５号議案 稲城市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例 

 

 

＜補正予算＞ 

第３６号議案 

 

平成27年度東京都稲城市一般会計補正予算（第１号） 

 

＜そ の 他＞ 

第３７号議案 

 

稲城・府中墓苑組合規約の一部を変更する規約 

第３８号議案 稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築）請負契約 

 

第３９号議案 

 

稲城市道路線の認定について（ＪＲ南武線連続立体交差事業の進捗

に伴う２路線） 

第４０号議案 

 

稲城市道路線の認定について（都道川崎府中線の移管に伴う１路線）

第４１号議案 

 

稲城市道路線の認定について（稲城押立第一土地区画整理事業の進

捗に伴う２路線） 

第４２号議案 

 

稲城市道路線の変更について 

 

 

＜報  告＞ 

第 １号報告 

 

繰越明許費繰越計算書について（平成26年度東京都稲城市一般会計

予算） 

第 ２号報告 

 

事故繰越し繰越計算書について（平成26年度東京都稲城市一般会計

予算） 



第 ３号報告 繰越明許費繰越計算書について（平成26年度東京都稲城市土地区画

整理事業特別会計予算） 

第 ４号報告 

 

稲城市土地開発公社の経営状況について 

第 ５号報告 公益財団法人いなぎグリーンウェルネス財団の経営状況について 

 



第31号議案 

 

 

 

稲城市市税条例の一部を改正する条例 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

地方税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）の施行等に伴い、稲城

市市税条例の一部を改正する必要があるので、本案を提出する。 



稲城市市税条例の一部を改正する条例 

 

 稲城市市税条例（昭和30年稲城市条例第67号）の一部を次のように改正する。 

 

第23条第２項中「法人税法第２条第12号の18」を「法第292条第１項第14号」に

改める。 

第33条第２項中「算定する。」の次に「ただし、同法第60条の２から第60条の４

までの規定の例によらないものとする。」を加える。 

第36条の３の３第４項中「第203条の５第４項」を「第203条の５第５項」に改め

る。 

付則第４条第１項中「第145条第１項」を「第144条の８」に改める。 

付則第16条の２を次のように改める。 

第16条の２ 削除 

付則第26条中「これらの規定」を「同条」に改める。 

 

 

付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成28年４月１日から施行する。ただし、付則第26条の改正

規定は公布の日から、第33条第２項及び第36条の３の３第４項の改正規定は平成

28年１月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の稲城市市税条例（以下「新条例」という。）第33

条第２項の規定は、平成28年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平

成27年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第23条第２項の規定は、平成28年４月１日以後に開始する事業年度分の

法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適

用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事

業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 



第３条 別段の定めがあるものを除き、平成28年４月１日前に課した、又は課すべ

きであったこの条例による改正前の稲城市市税条例（以下「旧条例」という。）

付則第16条の２に規定する喫煙用の紙巻たばこ（以下この条において「紙巻たば

こ３級品」という。）に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる期間内に、地方税法（昭和25年法律第226号）第465条第１

項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等が行われる

紙巻たばこ３級品に係る市たばこ税の税率は、新条例第95条の規定にかかわらず、

当該各号に定める税率とする。 

⑴ 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで 1,000本につき2,925円 

⑵ 平成29年４月１日から平成30年３月31日まで 1,000本につき3,355円 

⑶ 平成30年４月１日から平成31年３月31日まで 1,000本につき4,000円 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条例第98条第１項から第４項までの規

定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第98条第１項 施行規則第34号の２

様式 

地方税法施行規則の一部を改正する省令（平

成27年総務省令第38号）第１条の規定による

改正前の地方税法施行規則（以下この節にお

いて「平成27年改正前の地方税法施行規則」

という。）第48号の５様式 

第98条第２項 施行規則第34号の２

の２様式 

平成27年改正前の地方税法施行規則第48号の

６様式 

第98条第３項 施行規則第34号の２

の６様式 

平成27年改正前の地方税法施行規則第48号の

９様式 

第98条第４項 施行規則第34号の２

様式又は第34号の２

の２様式 

平成27年改正前の地方税法施行規則第48号の

５様式又は第48号の６様式 

 

４ 平成28年４月１日前に地方税法第465条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等（同法第469条第１項第１号及び第２号に規

定する売渡しを除く。以下この条において同じ。）が行われた紙巻たばこ３級品

を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（新条例第92条第１項に規定する卸

売販売業者等をいう。以下この条において同じ。）又は小売販売業者がある場合

において、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第９号。

以下「所得税法等改正法」という。）附則第52条第１項の規定により製造たばこ

の製造者として当該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場



から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなると

きは、これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が

卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小

売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管

理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡

したものとみなして、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税

標準は、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市

たばこ税の税率は、1,000本につき430円とする。 

５ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、地方税法等

の一部を改正する法律（平成27年法律第２号）第１条の規定による改正後の地

方税法附則第20条第４項に規定する申告書を平成28年５月２日までに市長に提出

しなければならない。 

６ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成28年９月30日までに、その申告

に係る税金を地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第34号の２の５様式による納付書によって納付しなければならない。 

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から前項までに

規定するもののほか、新条例第19条、第98条第４項及び第５項、第100条の２並

びに第101条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる新条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第19条 第98条第１項若しくは第２項、稲城市市税条例の一部を改正する条

例（平成27年稲城市条例第 号。以

下この条及び第２章第４節において

「平成27年改正条例」という。）付

則第３条第６項、 

第19条第２号 第98条第１項若しくは第２項 平成27年改正条例付則第３条第５項 

第19条第３号 第48条第１項の申告書（法第

321条の８第22項及び第23項

の申告書を除く。）、第98条

第１項若しくは第２項の申告

書又は第139条第１項の申告

書でその提出期限 

平成27年改正条例付則第３条第６項

の納期限 

第98条第４項 施行規則第34号の２様式又は

第34号の２の２様式 

平成27年改正法附則第20条第４項の

規定 

第98条第５項 第１項又は第２項 平成27年改正条例付則第３条第６項 



第100条の２ 第98条第１項又は第２項 平成27年改正条例付則第３条第５項 

当該各項 同項 

第101条第２項 第98条第１項又は第２項 平成27年改正条例付則第３条第６項 
 

８ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、市の区域

内に小売販売業者の営業所の所在する小売販売業者に売り渡した紙巻たばこ３級

品のうち、第４項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの

返還を受けた場合には、当該市たばこ税に相当する金額を、新条例第99条の規

定に準じて、同条の規定による当該紙巻たばこ３級品につき納付された、又は納

付されるべき市たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸

売販売業者等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付す

る。この場合において、当該卸売販売業者等が新条例第98条第１項から第３項

までの規定により市長に提出すべき申告書には、当該返還に係る紙巻たばこ３級

品の品目ごとの本数についての明細を記載した施行規則第16号の５様式による

書類を添付しなければならない。 

９ 平成29年４月１日前に地方税法第465条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第52条第８項の規定により製造たばこの製造者として当

該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等で

ある場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなし

て、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り

渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、

1,000本につき430円とする。 

10 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合

について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 



第５項 前項 第９項 

附則第20条第４項 附則第20条第10項において準用す

る同条第４項 

平成28年５月２日 平成29年５月１日 

第６項 平成28年９月30日 平成29年10月２日 

第７項の表以外の部分 第４項の 第９項の 

から前項まで 、第５項及び前項 

第７項の表第19条の項 付則第３条第６項 付則第３条第10項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第19条第２号

の項 

付則第３条第５項 付則第３条第10項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第19条第３号

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第10項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第98条第４項

の項 

附則第20条第４項 附則第20条第10項において準用す

る同条第４項 

第７項の表第98条第５項

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第10項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第100条の２の

項 

付則第３条第５項 付則第３条第10項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第101条第２項

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第10項において準用す

る同条第６項 

第８項 第４項 第９項 
 

11 平成30年４月１日前に地方税法第465条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第52条第10項の規定により製造たばこの製造者として当

該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等で

ある場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなし

て、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り

渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、

1,000本につき645円とする。 

12 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合

について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄



に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第11項 

附則第20条第４項 附則第20条第12項において準用す

る同条第４項 

平成28年５月２日 平成30年５月１日 

第６項 平成28年９月30日 平成30年10月１日 

第７項の表以外の部分 第４項の 第11項の 

から前項まで 、第５項及び前項 

第７項の表第19条の項 付則第３条第６項 付則第３条第12項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第19条第２号

の項 

付則第３条第５項 付則第３条第12項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第19条第３号

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第12項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第98条第４項

の項 

附則第20条第４項 附則第20条第12項において準用す

る同条第４項 

第７項の表第98条第５項

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第12項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第100条の２

の項 

付則第３条第５項 付則第３条第12項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第101条第２

項の項 

付則第３条第６項 付則第３条第12項において準用す

る同条第６項 

第８項 第４項 第11項 
 

13 平成31年４月１日前に地方税法第465条第１項に規定する売渡し又は同条第２

項に規定する売渡し若しくは消費等が行われた紙巻たばこ３級品を同日に販売の

ため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これらの者

が所得税法等改正法附則第52条第12項の規定により製造たばこの製造者として当

該紙巻たばこ３級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したもの

とみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これらの者

が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ３級品（これらの者が卸売販売業者等で

ある場合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である

場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ３級品を直接管理する営業所にお

いて所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなし

て、市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り

渡したものとみなされる紙巻たばこ３級品の本数とし、当該市たばこ税の税率は、

1,000本につき1,262円とする。 



14 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合

について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第13項 

附則第20条第４項 附則第20条第14項において準用す

る同条第４項 

平成28年５月２日 平成31年４月30日 

第６項 平成28年９月30日 平成31年９月30日 

第７項の表以外の部分 第４項の 第13項の 

から前項まで 、第５項及び前項 

第７項の表第19条の項 付則第３条第６項 付則第３条第14項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第19条第２号

の項 

付則第３条第５項 付則第３条第14項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第19条第３号

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第14項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第98条第４項

の項 

附則第20条第４項 附則第20条第14項において準用す

る同条第４項 

第７項の表第98条第５項

の項 

付則第３条第６項 付則第３条第14項において準用す

る同条第６項 

第７項の表第100条の２

の項 

付則第３条第５項 付則第３条第14項において準用す

る同条第５項 

第７項の表第101条第２

項の項 

付則第３条第６項 付則第３条第14項において準用す

る同条第６項 

第８項 第４項 第13項 

 

 



第32号議案 

 

 

 

稲城市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律

（平成24年法律第63号）による地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）

及び厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）の改正に伴い、稲城市職員の再任用

に関する条例の一部を改正する必要があるので、本案を提出する。 



稲城市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例 

 

稲城市職員の再任用に関する条例（平成13年稲城市条例第18号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

付則第２項中「地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）附則第18条の

２第１項第１号」を「厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）附則第７条の３第

１項第４号」に改める。 
 

 

 

付 則 

この条例は、平成27年10月１日から施行する。 

 



第33号議案 

 

 

 

稲城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和44年法律第46号）の改正に伴い、稲城市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例の一部を改正する必要があるので、本案を提出する。 



稲城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 

稲城市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成25年稲城市条例第44号）

の一部を次のように改正する。 

 

付則第１項を次のように改める。 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第２条中稲城市国民健康保険税条例付則第15項の改正規定（「配当所得」を

「利子所得、配当所得及び雑所得」に改める部分に限る。） 平成28年１月１

日 

⑵ 第２条の規定（前号に掲げる部分を除く。） 平成29年１月１日 

付則第３項を次のように改める。 

３ この条例中第２条の規定（付則第１項第１号に掲げる部分を除く。）による改

正後の稲城市国民健康保険税条例の規定は、平成29年度以後の年度分の国民健康

保険税について適用し、平成28年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。 

 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 



第34号議案 

 

 

 

稲城市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

保険料の納付義務者の利便を図るため、稲城市介護保険条例の一部を改正する必

要があるので、本案を提出する。  



稲城市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

稲城市介護保険条例（平成12年稲城市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 

第24条第２項中「納期限前７日」を「納期限」に改める。 

 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



  

第35号議案 

 

 

 

稲城市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

  平成27年６月11日 

 

 

       提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 多摩都市計画若葉台西地区地区計画及び南多摩駅周辺地区地区計画の変更に伴い、

稲城市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する必要

があるので、本案を提出する。 



稲城市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正す

る条例 

 

稲城市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成９年稲城市条

例第14号）の一部を次のように改正する。 

 

別表第２の６の１の表を次のように改める。 

６の１ 若葉台西地区地区整備計画区域（その１） 

(あ) 計画地区

の区分 

集合住宅地区 低層住宅地区Ａ 低層住宅地区Ｂ 中低層住宅地区 

(い) 建築して

はならな

い建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の各号に掲げ

る建築物以外の建

築物 

⑴ 共同住宅 

⑵ 共同住宅で道

路に面する階を

店舗、飲食店そ

の他これらに類

する用途に供す

るもの 

⑶ 公民館又は地

区集会所 

⑷ 巡査派出所、

公衆電話所その

他これらに類す

る公益上必要な

建築物 

⑸ 前各号に掲げ

る建築物に附属

するもの 

次の各号に掲げ

る建築物以外の建

築物 

⑴ 住宅（３戸以上 

の長屋を除く。）

⑵ 住宅で学習塾、

華道教室、囲碁

教室その他これ

らに類する用途

を兼ねるもの 

⑶ 公民館又は地

区集会所 

⑷ 巡査派出所、

公衆電話所その

他これらに類す

る公益上必要な

建築物 

⑸ 前各号に掲げ

る建築物に附属

するもの 

次の各号に掲げ

る建築物以外の建

築物 

⑴ 住宅（３戸以上 

の長屋を除く。）

⑵ 住宅で次のい

ずれかの用途を

兼ねるもの。た

だし、各住戸の

延べ面積の２分

の１以上を居住

の用に供するも

のに限る。 

① 事務所（汚 

物運搬自動車、

危険物運搬自

動車その他こ

れらに類する

自動車の駐車

施設を同一敷

地内に設ける 

業務を除く。）

② 日用品の販

売を主たる目

的とする店舗

又は食堂若し

くは喫茶店 

③ 理髪店又は

美容院 

④ 学習塾、華

道教室、囲碁

教室その他こ

れらに類する 

次の各号に掲げ

る建築物以外の建

築物 

⑴ 住宅 

⑵ 住宅で学習塾、

華道教室、囲碁

教室その他これ

らに類する用途

を兼ねるもの。

ただし、各住戸

の延べ面積の２

分の１以上を居

住の用に供する

ものに限る。 

⑶ 共同住宅 

⑷ 公民館又は地

区集会所 

⑸ 巡査派出所、

公衆電話所その

他これらに類す

る公益上必要な

建築物 

⑹ 前各号に掲げ

る建築物に附属

するもの 



    もの 

⑤ アトリエ又

は工房で、原 

動機の出力の

合計が0.2キ 

ロワット以下

のもの 

⑶ 公民館、地区

集会所、保育所

又は診療所 

⑷ 巡査派出所、

公衆電話所その

他これらに類す

る公益上必要な

建築物 

⑸ 前各号に掲げ

る建築物に附属

するもの 

 

(う) 建築物の延

べ面積の敷

地面積に対

する割合の

最高限度 

― 

 

(え) 建築物の建

築面積の敷

地面積に対

する割合の

最高限度 

― 

 

(お) 敷地面積の

最低限度 

500平方メートル 170平方メートル 

(か) 建築物の

外壁等の

面から道

路境界線

又は隣地

境界線ま

での距離 

建築物の外壁又

はこれに代わる柱

の面から道路境界

線までの距離は、

多摩都市計画若葉

台西地区地区計画

の計画図に示す１

号壁面線について

は３メートル以上

とする。 

⑴ 道路境界線までの距離は、１メ

ートル以上とする。 

⑵ 隣地境界線までの距離は、0.7メ

ートル以上とする。 

⑴ 多摩都市計画

若葉台西地区地

区計画の計画図

に示す１号壁面

線が定められて

いる敷地におけ

る道路境界線ま

での距離は、３

メートル以上と

する。ただし、

共同住宅以外の

場合は、１メー 

トル以上とする。

⑵ その他の道路

境界線までの距 



    離は、１メート

ル以上とする。 

⑶ 隣地境界線ま

での距離は、0.7

メートル以上と

する。 

(き) (か)の適用

除外のも

の 

― 次の各号のいずれかに該当する建築物等 

⑴ 自動車車庫で軒の高さが2.3メートル以下のもの 

⑵ 物置その他これに類する用途（自動車車庫を除く。）

に供し、軒の高さが2.3メートル以下で、かつ、床面

積の合計が５平方メートル以内のもの 

⑶ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３

メートル以下のもの 

(く) 建築物の

高さの最

高限度 

―  12メートル 17メートル 

(け) 建築物の

高さの最

低限度 

―    

 

別表第２の６の２の表(か)の項を次のように改める。 

(か) 建築物の外

壁等の面か

ら道路境界

線又は隣地

境界線まで

の距離 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線

までの距離は、多摩都市計画若葉台西地区地区計画の計 

画図に示す２号壁面線については１メートル以上とする。

― 

 

別表第２の16の１の表(か)の項を次のように改める。 

(か) 建築物の外壁等の

面から道路境界線

又は隣地境界線ま

での距離 

⑴ 多摩都市計画南多摩駅周辺地区地区計画の計画図に表示する

１号壁面線が定められている敷地における道路境界線までの距

離は、１メートル以上とする。 

⑵ その他の道路（歩行者専用道路を含む。）及び水路境界線ま

での距離は、0.5メートル以上とする。 
 

別表第２の16の２の表(か)の項を次のように改める。 

(か) 建築物の外壁等の

面から道路境界線

又は隣地境界線ま

での距離 

⑴ 多摩都市計画南多摩駅周辺地区地区計画の計画図に表示する

１号壁面線が定められている敷地における道路境界線までの距

離は、１メートル以上とする。 

⑵ その他の道路（歩行者専用道路を含む。）及び水路境界線ま

での距離は、0.5メートル以上とする。 

 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 







第１ 補正

3,340,670 10,000 3,350,670２ 都 補 助 金

233,486 3,500 236,986３ 委 託 金

表
歳

2

 

,270,745 22

　

,433 2,293,

　

1781

入

9 繰 入 金

（単

2,270,7

位

45 22,433 2,

：

293,178

　
千

１ 基 金 繰 入 金

円）

30

款

0,000 30,42

項

8 330,428

補

20 繰 越 金

正 前

30

の

0,000 30,42

額

8 330,428

歳

補

１ 繰 越 金

正 額

2,2

計

86,300 123,

―

700 2,410,0

 

0022

2

市 債

 ―

2,286,300 123,700 2,4

入

10,000１ 市 債

歳 入 合 計 33,684,000 190,061 33,874,061

歳 　　出 （単位：千円）

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

― 3 ―

歳

3,134,266 24 2,433 3,156, ,6998 ２ 総 務 費66

2,420,5

,

59 22,433 2,

2

442,992

4

１ 総 務 管 理 費

出

7 1

17

3

8,063 160,4

,

84 338,547

5

７ 商 工 費

00

17

4

8,063 160,4

,

84 338,547

8

１ 商 工 費

予

79

5,

,

813,228 7,1

7

44 5,820,37

4

210 教

7

育 費

390,133 1,700 391,833１ 教 育 総

算

務 費

1

1,958,991

6

5,444 1,964

都

,435

支

２ 小 学 校 費

出

歳

金

出 合 計 33,684,000 190,061 33,874,061









歳 

金

金

　　　　　　　明補 

　

正 前 の 額 補  

　

正  額 計
項 目 区　　

額

　分 金　　額

―

１繰 越 金 3

 

00,000 30,4

7

28 330,428

 ―

１繰 越 金

―

300,

 

000 30,428 3

8

30,428

 

（財

―

政課） 30,428１繰 越 金 30,428

第20款　　　　　　　　　　　　　　　　　繰 越 金

２都 補 助 金 3,340,670 10,000 3,350,670

５商工費都補助金 3,587 10,000 13,587

　

（経済観光課） 10,000１商工費補助金 10,000

東京の多様性を活かした観光まちづくり推進支援事業費補助金（１／２） 10,000

　

16

３

　

委 託 金 233,486

　

3,500 236,9

　

86

　

５教 育 費

　

委 託 金

　

19,237 3,

　

500 22,737

（

入

補

（指導課） 3,50

正

0

額

１教 育 総 務 費 3,5

 

00

オリンピック・パ

1

ラリンピック教育推進

3

事業委託金（１０／１

,

０） 3,000

5

委 託 金

0

日本の伝統・文化の良

0

さを発信する能力・態

第  

度の育成事業委託金（

千

１０／１０） 500

円） （

計 4,

単

866,247 13,

位

500 4,879,7

：

47

第16款　　　　

千

　　　　　　　　　　

円

　　　都 支 出 金

第 款 繰

款 ）

入 金

科　

19 　　　　　　　

　

（補正額 22,43

　

3 千円） （単位：千

目

円）

科　　　目 節

説　

節

　　　　　　明補 正

説

 前 の 額 補  正

　

  額 計
項 目 区　　　

　

分 金　　額

都

　

１基 金 繰 入 金

　

2,270,745 2

　

2,433 2,293

　

,178

　

１財

明

政 調 整 基 金

補

935,13

 

9 22,433 957

正
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繰 入 金

 

支

前

（

 

財政課） 22,433

の 

１財政調整基金 22,

額

433

財政調整基金繰

補

入金 22,433

 

繰 入

 

金

正

計

 

2,270,745 2

出

 

2,433 2,293

額

,178

第19款　　

計

　　　　　　　　　　

項

　　　　　繰 入 金

第 款

目

繰 越 金

区　

20 　　　　　　

　

　（補正額 30,4

　

28 千円） （単位：

分

千円）

科　　　目 節

説



金 30,428１繰 越 金１

計 300,000 30,428 330,428

第20款　　　　　　　　　　　　　　　　　繰 越 金

第 款 市 債

（単

2

位

2 　　　　　　　（補

：

正額 123,700

千

 千円） （単位：千円

円

）

科　　　目 節

説　　

）

　　　　　明補 正 

科

前 の 額 補  正 

　

 額 計
項 目 区　　　分

　

金　　額

　

１市 債 2,28

目

6,300 123,7

節

00 2,410,00

説

0

　

３教 育 債

　

74

　

0,300 3,400

　

743,700

　

（

　

財政課） 3,400

　

１

明

小 学 校 債 3,400

第

補

一小学校旧校舎建替等

 

事業債 3,400

正 前

５商 工 債

 

0 120,3

の

00 120,300

 額

（財政課） 120,

補

300

 

１観光推進事業

 

債 120,300

観光

正

発信拠点建設事業債 1

 

20,300

 額 計

計 2,286

項

,300 123,70

目

0 2,410,000

区

第22款　　　　　　

　

　　　　　　　　　　

　

　市 債

　分 金　　額

― 9 ― ― 10 ―

繰越



歳 

補

99 0 0 0 0 22,4

正

33

第２款　　　　　

前

　　　　　　　　　　

の

　　総 務 費

額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源項 目 区　　　分 金　　額

国庫支出金 都支出金 地 方 債 そ の 他

― 11 ― ― 12 ―

１総 務 管 理 費 2,420,559 22,4

　

33 2,442,992 0 0 0 0 22,433

10市民協働推進費 61,169 22,433 83,602 0 0 0 0 22,433

　

８　稲城ふれあいの森事業（児童青少年課） 22,43322,43315工 事 請 負 費0 0 0 0 2

２

2,433

　15工事

　

請負費 22,433

　

出

　

　　ふれあいの

　

森施設整備工事

　　　（補正額 第 22,433 千円）款 （単位：千円）

科　　

総

　目 補  正  額 

務

 の　財　源　内　訳

費

節

説　　　　　　

計 3,

　

134,266 22,

明

433 3,156,6



第 款

額 補 正 額 計 特　　

計 178,06

定

3 160,484 33

　

8,547 0 10,0

　

00 120,300 0

財

30,184

第７款　

　

　　　　　　　　　　

　

　　　　　　商 工 費

源
一般財源項 目 区　　　分 金　　額

国庫支出金 都支出金 地 方 債 そ の 他

― 13 ― ― 14 ―

１商 工 費 178,063 160,484 338,5

商

47 0 10,000 120,300 0 30,184

２商工業振興費 121,281 160,484 281,765 0 10,000 120,300 0 3

工

0,184

７

６　観光推進事

　

業 160,484

　

10,74213委 託

　

料

　

0 10,

　

000 120,300

　

0 30,184

　（経

　

済観光課） 0

費 （補

　13委託料 01

正

49,74215工 事

額

請 負 費

 

　　

1

モニュメント製作設置

6

委託の財源振替

0,

　（建築保全課） 1

4

60,484

84

　13委託料 1

 

0,742

千円

　　観光発信拠点建設

）

工事監理委託 10,7

（

42

単

　15

位

工事請負費 149,7

：

42

千

　　観

円

光発信拠点建設工事

）

科　　　目 補  正  額  の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明補正前の



第 款

補

理用（共通施設用） 4

 

86

正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源項 目 区　　　分 金　　額

国庫支

計 5,813,2

出

28 7,144 5,8

金

20,372 0 3,5

都

00 3,400 0 24

支

4

第10款　　　　　

出

　　　　　　　　　　

金

　　教 育 費

地 方 債 そ の 他

― 15 ― ― 16 ―

１教 育 総 務 費 390,133 1,700 391,83

教

3 0 3,500 0 0 △1,800

３教 育 指 導 費 181,403 1,700 183,103 0 3,500 0 0 △1,800

育

３　教育研究・研修に関する経費

1

（指導課） 1,700

0

1,700
19負

　

担金補助及び

　　

0 3,500 0 0 △

　

1,800

　19負担

　

金補助及び交付金 1,

　

700
交 付 金

費　（

　　オリンピック・パ

補

ラリンピック教育推進

正

校交付金 1,200

額 

　　日本

7

の伝統・文化の良さを

,

発信する能力・態度の

1

育成事業 500

44

    交付金

 千円） （

２小 学 校

単

費 1,958,991

位

5,444 1,964

：

,435 0 0 3,40

千

0 0 2,044

円）

１学 校 管

科

理 費

　

1,19

　

2,848 5,444

　

1,198,292 0

目

0 3,400 0 2,0

補

44

  

２　小学校管理運営費

正

5,444514

 

11需 用 費

 額

0 0 3,400 0 2,

 

044

　（建築保全課

 

） 4,444

の　

　15工事請負費 4

財

,444514１

　

消 耗 品 費

源　

　　第一小学校旧校舎

内

建替等工事

　

　

訳

（教育総務課） 1,0

節

004,4

説

4415工 事 請 負 費

　　

　11需用費

　

514

　

　　①

　

消耗品費 5144

　

8618備 品 購 入 費

　明

　　　共通施

補

設用 514

正

　

前

18備品購入費 486

の額

　　管







第37号議案 

 

 

 

稲城・府中墓苑組合規約の一部を変更する規約 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

稲城・府中墓苑組合の事務所の位置を変更することに伴い、稲城・府中墓苑組合

規約の一部を変更する必要があるので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第290

条の規定により、本案を提出する。 



稲城・府中墓苑組合規約の一部を変更する規約 

 

稲城・府中墓苑組合規約（平成24年３月16日東京都知事許可）の一部を次のよう

に変更する。 

 

第４条中「東京都稲城市東長沼2112番地の１」を「東京都稲城市矢野口3567番地」

に改める。 

 

 

付 則 

 この規約は、平成27年９月１日から施行する。 



第38号議案 

 

 

 

稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築）請負契約 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築）請負契約の締結について、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第５号の規定により、本案を提出する。 



稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築）請負契約 

 

稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築）を実施するため、次のとおり請負

契約を締結する。 

 

１ 契 約 の 目 的 稲城長峰スポーツ広場管理棟新築工事（建築） 

 

２ 契 約 の 方 法 一般競争入札 

 

３ 契 約 金 額 154,980,000円 

 

４ 契約の相手方 所在地 稲城市平尾一丁目50番地の20 

名 称 大石建設株式会社 

代表者 代表取締役 大石 行伸 

 

 



第39号議案 

 

 

 

稲城市道路線の認定について（ＪＲ南武線連続立体交差事業の進捗に

伴う２路線） 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

ＪＲ南武線連続立体交差事業の進捗に伴い整備する道路を稲城市道路線として認

定するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、本案を

提出する。 



稲城市道路線の認定について（ＪＲ南武線連続立体交差事業の進捗に

伴う２路線） 

 

道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定により、次の路線を稲城市

道路線として認定する。 

 

整理

番号 
路 線 名 起   点 終   点 

１ 市道東長沼2028号線 
大字東長沼字二号568番

29地先 

大字東長沼字二号572番

１地先 

２ 市道大丸2029号線 
大字大丸字二号155番１

地先 

大字大丸字二号156番３

地先 

 

 

 

 

 

 

 

 



第40号議案 

 

 

 

稲城市道路線の認定について（都道川崎府中線の移管に伴う１路線） 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

都市計画道路多３・３・７号線の供用開始により東京都からの移管が見込まれる

都道川崎府中線の一部を稲城市道路線として認定するため、道路法（昭和27年法

律第180号）第８条第２項の規定により、本案を提出する。  



稲城市道路線の認定について（都道川崎府中線の移管に伴う１路線） 

 

道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定により、次の路線を稲城市

道路線として認定する。 

 

整理

番号 
路 線 名 起   点 終   点 

１ 市道大丸2030号線 
大字大丸字八号941番１

地先 

大字大丸字二十六号2220

番１地先 

 

 

 

 

 

 

 

 



第41号議案 

 

 

 

稲城市道路線の認定について（稲城押立第一土地区画整理事業の進捗

に伴う２路線） 

 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

稲城押立第一土地区画整理事業において築造した道路を稲城市道路線として認定

するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、本案を提

出する。 



稲城市道路線の認定について（稲城押立第一土地区画整理事業の進捗

に伴う２路線） 

 

道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定により、次の路線を稲城市

道路線として認定する。 

 

整理

番号 
路 線 名 起   点 終   点 

１ 市道押立2031号線 
大字押立字上関444番１地

先 
大字押立字上関470番地先 

２ 市道押立2032号線 
大字押立字上関455番４地

先 

大字押立字上関475番１地

先 

 

 

 

 

 

 

 

 



第42号議案 

 

 

 

稲城市道路線の変更について 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

 

平成27年６月11日 

 

 

提出者 稲城市長 髙 橋 勝 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

稲城市道路線を変更するため、道路法（昭和27年法律第180号）第10条第３項に

おいて準用する同法第８条第２項の規定により、本案を提出する。 



稲城市道路線の変更について 

 

道路法（昭和27年法律第180号）第10条第２項の規定により、次のとおり稲城市

道路線を変更する。 

 

路 線 名  起   点 終   点 
重要な 

経過地 

市道302号線 

変更前 
大字押立字上関411番地

先 

大字押立字上関461番地

先 
－ 

変更後 
大字押立字上関412番１

地先 

大字押立字上関437番地

先 
－ 

 

 

 

 

 

 

 

 


